
帯広市告示第１６４号  

 

 財政事情説明書の作成及び公表に関する条例（昭和２３年条例第

２０号）第２条第１項の規定により、本市の財政事情を別紙のとお

り公表する。  

 

令和３年６月１８日  

 

帯広市長  米  沢  則  寿  



帯広市財政事情説明書  

 

 帯広市の財政事情について、地方自治法第２４３条の３第１項並びに財

政事情説明書の作成及び公表に関する条例の規定に基づき、令和２年１０

月１日から令和３年３月３１日までの期間における次の事項及び令和３

年度の予算の内容について掲載しています。  

記  

１ 収入及び支出の概況  

２ 市民の負担の状況  

３ 公営事業の経理の概況  

４ 財産、市債及び一時借入金の現在高  



帯広市一般・特別会計の状況

１．令和２年度予算の収入・支出状況

（１）一般会計

（ア）歳入歳出予算

一般会計の令和２年度３月末歳入歳出予算は、 １０８２億７１２万７千円で、

前年同期の ８６３億７５９３万円に比べて

２１８億３１１９万７千円（２５．３％）の増　となっています。

令和２年度 令和元年度 増△減 増△減率

千円 千円 千円 ％

83,805,000 83,165,000 640,000 0.8

24,402,127 3,210,930 21,191,197 660.0

108,207,127 86,375,930 21,831,197 25.3

令和元年度 平成30度

※ 特殊要素とは、過去に借り入れた市債の借換経費など。

区　　　　分
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（イ）収　　入

一般会計予算総額 １０８２億７１２万７千円に対する

３月末までの収入額は、 ９３３億７６７８万８千円で、

収入率は、 ８６．３％であり、

前年同期の ８５．０％に対して　１．３ポイント上回っています。

上 半 期 下 半 期 合　　計
千円 千円 千円 千円 ％

22,554,302 11,791,026 9,578,380 21,369,406 94.7

934,797 277,592 523,199 800,791 85.7

13,752 7,452 11,071 18,523 134.7

41,787 9,875 35,076 44,951 107.6

19,911 0 54,944 54,944 275.9

150,331 122,244 61,316 183,560 122.1

3,818,381 2,296,056 1,760,555 4,056,611 106.2

61,090 15,442 32,813 48,255 79.0

223,610 0 223,610 223,610 100.0

143,190 161,807 0 161,807 113.0

14,270,289 9,989,641 4,024,417 14,014,058 98.2

24,401 14,519 13,568 28,087 115.1

373,177 145,000 192,506 337,506 90.4

2,263,058 706,090 762,458 1,468,548 64.9

36,143,833 23,625,924 9,915,211 33,541,135 92.8

6,460,254 1,308,291 3,760,043 5,068,334 78.5

259,831 29,976 250,854 280,830 108.1

596,988 144,596 452,420 597,016 100.0

971,188 0 506,456 506,456 52.1

353,025 353,024 0 353,024 100.0

12,094,679 1,136,307 8,960,329 10,096,636 83.5

6,435,253 0 122,700 122,700 1.9

108,207,127 52,134,862 41,241,926 93,376,788 86.3

市 税

配 当 割 交 付 金

収入率

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

株 式等譲渡所得割
交 付 金

科　　　　　目 予 算 額
収　　　　入　　　　額

法 人事業税交付金

環 境性能割交付金

地 方消費税交付金

国有提供施設等所在
市 町村助成交付金

地 方 特 例 交 付 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

寄 附 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担金及 び負 担金

使 用料及 び手 数料

合 計

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債
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（ウ）支　　出

一般会計予算総額 １０８２億７１２万７千円に対する

３月末までの支出額は、 ９２９億７５５２万４千円で、

支出率は、 ８５．９％であり、

前年同期の ８６．３％に対して　　０．４ポイント下回っています。

上 半 期 下 半 期 合　　計
千円 千円 千円 千円 ％

345,036 177,060 151,741 328,801 95.3

3,062,264 772,199 1,068,195 1,840,394 60.1

50,336,803 29,481,450 15,472,967 44,954,417 89.3

3,582,502 1,293,631 1,556,942 2,850,573 79.6

109,435 51,707 33,628 85,335 78.0

4,225,410 2,275,373 1,155,068 3,430,441 81.2

9,963,696 5,907,220 1,909,493 7,816,713 78.5

5,362,530 1,807,889 2,304,742 4,112,631 76.7

1,956,226 1,159,950 774,872 1,934,822 98.9

7,943,005 2,173,342 3,526,875 5,700,217 71.8

8,375,886 4,140,581 4,227,582 8,368,163 99.9

1,721,642 918,004 509,266 1,427,270 82.9

11,182,692 4,979,586 5,146,161 10,125,747 90.5

40,000 0 0 0 0.0

108,207,127 55,137,992 37,837,532 92,975,524 85.9合 計

諸 支 出 金

衛 生 費

職 員 費

予 備 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

支出率

総 務 費

民 生 費

予 算 額
支　　　　出　　　　額

科　　　　　目

議 会 費
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（２）特別会計

（ア）歳入歳出予算

特別会計の令和２年度３月末歳入歳出予算は、 ８８１億７６３３万１千円で、

前年同期の ７０７億３２５１万４千円に比べて

１７４億４３８１万７千円（２４．７％）の増 となっています。

令和２年度 令和元年度 増△減 増△減率

千円 千円 千円 ％

令和元年度 平成30度

59,626,796 5,782,054 9.7

11,105,718 11,661,763

65,408,850

105.0

70,732,514

補 正 予 算 額 22,767,481

17,443,817 24.788,176,331

区　　　　分

当 初 予 算 額

３ 月 末 予 算 額
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（イ）収　　入

特別会計予算総額 ８８１億７６３３万１千円に対する

３月末までの収入額は、 ７４０億７５７８万円で、

収入率は、 ８４．０％であり、

前年同期の ８３．９％に対して　  ０．１ポイント上回っています。

上 半 期 下 半 期 合　　計
千円 千円 千円 千円 ％

16,519,021 5,962,881 8,044,497 14,007,378 84.8

2,527,632 745,684 1,579,838 2,325,522 92.0

15,592,799 6,308,369 6,673,148 12,981,517 83.3

61,646 2,032 838 2,870 4.7

50,730,561 15,906,436 27,556,161 43,462,597 85.7

84,540 0 0 0 0.0

2,660,132 5,854 1,290,042 1,295,896 48.7

88,176,331 28,931,256 45,144,524 74,075,780 84.0

※簡易水道事業会計及び農村下水道会計は、令和２年度から地方公営企業法の適用により企業会計へ移行。

国 民 健 康 保 険

中 島 霊 園 事 業

ば ん え い 競 馬

後 期 高 齢 者 医 療

収入率

介 護 保 険

合 計

会　　計　　名 予 算 額
収　　　　入　　　　額

駐 車 場 事 業

空 港 事 業
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（ウ）支　　出

特別会計予算総額 ８８１億７６３３万１千円に対する

３月末までの支出額は、 ７６２億５３５８万２千円で、

支出率は、 ８６．５％であり、

前年同期の ８７．８％に対して　　１．３ポイント下回っています。

上 半 期 下 半 期 合　　計
千円 千円 千円 千円 ％

16,519,021 6,255,799 8,681,012 14,936,811 90.4

2,527,632 709,263 1,652,713 2,361,976 93.4

15,592,799 6,581,091 7,472,825 14,053,916 90.1

61,646 32,209 28,567 60,776 98.6

50,730,561 16,389,033 26,090,960 42,479,993 83.7

84,540 39,575 44,534 84,109 99.5

2,660,132 820,521 1,455,480 2,276,001 85.6

88,176,331 30,827,491 45,426,091 76,253,582 86.5

※簡易水道事業会計及び農村下水道会計は、令和２年度から地方公営企業法の適用により企業会計へ移行。

中 島 霊 園 事 業

合 計

駐 車 場 事 業

空 港 事 業

ば ん え い 競 馬

支出率

介 護 保 険

予 算 額
支　　　　出　　　　額

会　　計　　名

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療
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２．市税の負担状況

市税の最終予算額は、 ２２５億５４３０万２千円で、

全歳入の ２０．８％を構成し、

前年度と比べて、 ５．８％下回っています。

予算額に対する３月末収入額は、 ２１３億６９４０万６千円で、

収入率は、 ９４．７％となり、

前年度同期 ９４．５％に対して　　０．２ポイント上回っています。

調定に対する３月末収入額の比率（徴収率）は、

９１．９％となり、

前年度同期 ９２．４％に対して　　０．５ポイント下回っています。

（１）市税（現年度課税分）の税目別収入額構成比（３月末）

令和２年度 令和元年度

４４.４％ ４４.９％

３９.２％ ３８.６％

６.９％ ７.１％

７.４％ ７.４％

２.１％ ２.０％

注）　「その他」は、軽自動車税、入湯税です。

（２）市税（現年度課税分）の市民１人当たり及び１世帯当たり負担額（３月末）

令和２年度 令和元年度 増△減 増△減率

（円） 127,996 129,826 △1,830 △1.4

（円） 237,234 243,412 △6,178 △2.5

参考）３月末住民登録人口及び世帯数

令和２年度 令和元年度 増△減 増△減率

 人　　口 （人） 165,001 165,384 △383 △0.2

 世 帯 数 （世帯） 89,024 88,209 815 0.9

区　　　　　分

１ 人 当 た り

１世帯当たり

科　　　目

市 民 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

そ の 他
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３．市債・債務負担行為・一時借入金の現在高

（１）市　　債

３月末における、一般会計と特別会計を合わせた市債の現在高は、

７６７億７１１２万８千円となっています。

現在高のうち、

受益者等が負担する ６８億２４８５万９千円を除くと、

市税等で償還するのは、 ６９９億４６２６万９千円で、

市民１人当たり負担額は、 ４２万４千円です。

（２）債務負担行為残高

３月末における、一般会計と特別会計を合わせた債務負担行為残高は、

２６２億７５４４万８千円となっています。

この内訳は、

　　指定管理者制度に係るものが ５１億６３５９万９千円

　　その他の業務委託に係るものが １１億９３４０万１千円

　　その他は １９９億１８４４万８千円で、これを費目別にみると

教育費関係 １００億９８２６万９千円

空港関係 ６７億１１０７万３千円

民生費関係 １０億４５３１万７千円

土木費関係 ８億９０１７万２千円

その他 １１億７３６１万７千円となっており、

市税等で解消するのは、 １８２億６８７０万８千円で、

市民１人当たり負担額は、 １１万１千円です。

（３）一時借入金

３月末における、一時借入金の現在高は、

２７億円となっています。

前年度同期　　３６億円と比べると

　　　　　　　　　 　９億円の減となっています。
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４．市有財産

３月末における、財産の現在高は、

土地 ５２３億６０５６万６千円

建物 １０６１億１５８５万円

工作物 ２１億１５８２万７千円

出資金及び有価証券 １２７億９７６６万１千円

合計 １７３３億８９９０万４千円となっています。

これは、前年同期と比べて、

土地 １億４２６万５千円の減

建物 ４億６９５１万４千円の増

工作物 １６億３８０１万３千円の減

出資金及び有価証券 １４６３万８千円の増

合計 １２億５８１２万６千円の減となっています。

市民１人当たりの現在高は、 １０５万８４２円で、

前年同期と比べると、 ５１７３円（０．５％）の減

市民１世帯当たりの現在高は、 １９４万７６７６円で、

前年同期と比べると、 ３万２２５８円（１．６％）の減となっています。
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５．令和３年度予算の内容

令和３年度 令和２年度 増△減 増△減率
(当初予算) (当初予算)

千円 千円 千円 ％

1,539,000 1.8

11,179,979 7.5149,213,850合 計 160,393,829

　令和３年度から空港運営の民間委託に伴い、空港事業会計が特別会計から一
般会計へ移行

区　　　　分

一 般 会 計 85,344,000 83,805,000

※

特 別 会 計 ※ 75,049,829 65,408,850 9,640,979 14.7

令和３年度予算につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大防止と社会経済活動
の両立を図りながらまちづくりを進めていくため、情勢の変化にしっかりと対応し、各施
策を着実に進めていくとともに、地域の強みや魅力を生かした「フードバレーとかち」の
取り組みなどを通して、まちの活力を高めていくことが重要であるとの考えの下、「持続
可能で活力ある地域経済をつくる」、「新しい未来を切り拓くひとをつくる」、「安心して日
常を過ごせるまちをつくる」の３つの重点を念頭に、「地域経済」「ひと」「まち」それぞれ
の視点から、必要な経費を計上しました。

令和２年度からの繰越事業を含め、十勝・イノベーション・エコシステムの推進などによ
る産業振興や、ワーケーション推進事業の実施などによる観光振興・交流人口の拡大、
小中学校へのおびGIGA支援員派遣事業やアイヌ文化とのふれあいゾーン形成事業な
どによる学校教育及び生涯学習環境の充実のほか、新型コロナウイルスワクチン接種
や地方創生臨時交付金を活用したキャッシュレス決済導入、分散型備蓄倉庫の整備な
ど感染症対策のための予算を計上しました。

当初予算の規模につきましては、一般会計で ８５３億４４００万円となり、前年度予算
対比では、１．８パーセントの増となっています。

また、特別会計につきましては、空港事業会計が一般会計に移行しましたが、介護保
険給付費や、ばんえい競馬開催費などの増に伴い、６会計で ７５０億４９８２万９千円と
なり、前年度予算対比では、１４．７パーセントの増となっています。
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